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1.はじめに 

1923 年 9 月 1 日 11 時 58 分頃、我が国を揺るがす未曽有の震災が首都圏で発生した。この関東大震災を引き

起こした 1923 年関東地震(M7.9)の発生から来年で 100 年の時を迎える。100 周年という節目の年が近づき、今

年から来年にかけて学術界では同地震を対象とした論文の特集号の発行や記念シンポジウム等の催しが多数企画

されている。このような動きを契機として、この数年、研究対象として同地震が再びクローズアップされ、これ

までに蓄積された知見を振り返りながら、未解明な課題・社会の変化に応じて新たに顕在化した課題に対して、

様々な視点から研究活動が精力的に行われている。そして、地震発生から 100 年経とうという今でも過去のデー

タと進歩した科学技術とを組み合わせながら新たな知見が生み出され続けている。

この事実に鑑み、我が国の震災復興対策や建物耐震化の一大契機となった重要な地震であるにもかかわらず、

学術的に謎や未解明なことが多かった同地震の重要性・特異性を改めて認識することとなった。同時に、100 年、

1000 年オーダーで発生する被害地震に対する知的財産・学術的知見を世代を超えて伝承していく意義、過去のデ

ータ・知見をその時々の最新科学技術と結びつけて新たな知見を積み上げていく研究の意義、また研究成果から

先の時代を見据えた教訓を得ていく重要性も再認識することとなった。そして併せて、これらの活動を繰り返し

継続して行っていく契機としての周年行事の意義も感じずにはいられない。

私も、清水建設大崎研究室・和泉研究室に在籍していた 1990 年代の 7~8 年間、同地震の過去のデータ・知見

と当時の最新の科学技術とを結びつけて、同地震の地震動の謎を解き明かすための推理小説的な研究に、プロデ

ューサー、ディレクター、プレイヤーとして挑戦したことがある。当時の最先端の科学技術を駆使して可能な限

りのリアリティを追求したいとの思いを実現するために、米国の第一線で活躍する研究者とのコラボレーション

を行い、その研究成果は何本かの論文となっている。今となってはそれらの研究成果の内容自体は陳腐化してい

る部分も多い。ただ、研究動機、個々の論文では書き切れなかった一連の論文を通して大切にしたかった思いや

考え方、同地震の特異性・重要性と今後の課題などは、これから地震動に関わる研究に携わろうとする人々や研

究成果を活用しようとする人々にとって多少は参考となる部分があるかもしれない。そのような思いを抱きつつ、

私が関係した一連の論文の論理構成・ストーリー展開の解説を含めて、以下に寄稿する次第である。

なお、関東地震という呼称は、1923 年関東地震に対して使用する場合と、同地震を含めた相模トラフ沿いで発

生する M8 クラスの巨大地震の一般的総称して使用する場合がある。また、1923 年関東地震も関東地震という

呼称以外に関東大地震、大正関東地震、大正関東大地震などといくつかの呼称がある。以下では、1923 年関東地

震と関東地震は区別し、後者は相模トラフ沿いで発生するM8 クラスの巨大地震の一般的総称として使用するも

のとする。

2.私の 1990年代の関連研究論文 

私が多少なりとも関与した一連の研究の成果は、計 5 本の英文論文として米国地震学会(Seismological Society 
of America)の論文集(Bulletin of Seismological Society of America)に掲載されている。 

2022 年 9 月 20 日付けの米国地震学会のニュースレターで、今月振り返る歴史地震として 1923 年関東地震が

取り上げられ、米国地震学会の論文集に過去に掲載された論文の中から同地震を研究する際のキー論文として論

文がリストアップされ、9 月 20 日から 10 月 3 日までの 2 週間、これらの論文全文をフリーでダウンロードして

読めるという企画があった。結果的に、1923 年から 2016 年までの 9 本の論文がピックアップされた 1)₋9)。この

ような企画は、重要な歴史地震を節目ごとに振り返り、科学技術の進歩とともに新たな知見や教訓を得る動きを

促進する契機となり得るものである。

この 9 本の論文のうち私が関与したのは、Wald and Somerville (1995) 4)、Sato et al. (1998a)6)、Sato et al. 
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(1998b)7)、Sato et al. (1999)8)の 4 本の論文である。さらに、上記 9 本の論文には入っていなかったが、Dan and 
Sato (1999) 10)も 1923 年関東地震の強震動再現シミュレーションに関係する論文である。なお、最初の Wald and 
Somerville (1995) 4)の論文では私は共著者には入っていない。ただし、この論文は、謝辞にあるように、研究の

動機、最終目的に照らした研究の狙い・位置づけを共同研究者間で十分に議論した上で研究遂行支援を行った、

いわば、プロデュ―サー的役割を果たした論文である。 
これらの論文は一連の研究としての最終目的を有する。そして、一連の研究を貫く基本的な考え方や論理構成・

ストーリーがある。これらのことは、個々の論文を単独で読んだだけでは十分に理解できない側面があるのも事実

である。この機会にそのようなことを中心に書き残しておきたい。研究対象が日本の重要な地震にもかかわらず、

これまで和文ではこれら一連の研究に関する詳しい内容を解説した論説やレポートは書いていなかった。反省点の

一つである。上記の論文を読む機会があれば、本寄稿文も合わせて読んで参考にしていただければ幸いである。

なお、一連の研究の結論の概要を和文で記述したものとしては、日本建築学会第 26 回地盤震動シンポジウム

(1998)の「堆積盆地とやや長周期地震動評価：1923 年関東地震の首都圏の地震動シミュレーション」11)、地震予知

総合研究会地震調査研究センター発行の「SEISMO」(1999)のトピックス「関東地震の強震動の再現を目指して－

予測手法を駆使するシミュレーションが実用域へ－」12)や分担執筆した出版物「地震の揺れを科学する みえてき

た強震動の姿」(山中浩明編著、武村雅之・岩田知孝・香川敬生・佐藤俊明著、東京大学出版会、2006)の「第５章 強
震動を予測する」の一節 13)がある。また、関連研究の成果を発表した論文として、片岡・佐藤(1994)14)、武村ほか

(1995)15)、片岡ほか(1995)16)、壇・佐藤(1998)17)、佐藤ほか(1998)18)、壇ほか(2000)19)、早川ほか(2010)20) がある。 

3.東京の地震動の不確かさ・謎と研究動機 

1923 年関東地震の東京での揺れは、震源域である首都圏の地震動の中で必ずしも最大レベルでなかったことは明

らかである。それでも東京の地震動に注目が集まる理由は、東京が首都であり国や社会の中枢機能が集中している

ことと並んで、以下に述べるような不明な点が多い地震動レベルにもかかわらず、その後の我が国の耐震設計や地

震防災対策の礎となり、日本の基準的性格を有す

る地震動として、時空を超えて実社会に大きな影

響を与えてきたことによる。

当時は地震動の短周期成分の強さを精度よく測

れる強震計はまだ存在していなかったため、東京

都文京区本郷（以下、略して東京本郷と呼ぶ）で

最大加速度300 Gal(cm/s2，s は秒)程度という推定

値や山の手台地で震度 5 強、下町で震度 6 以上な

どの推定値は、被害状況等を踏まえた間接的な評

価結果である。

一方、超高層建物に大きな影響を及ぼす地震動

の長周期成分(いわゆる長周期地震動)に着目する

と、東京本郷の東京帝国大学地震学教室に設置さ

れていた固有周期の長い 5 種類の変位型機械式地

震計の記録が残されている。揺れが大きかったた

め、いずれの記録も計測範囲を逸脱して振り切れ

た不完全なものである。それらの中から不完全な

がらも主要動部が記録された二つの記録(図－1)に
対して、地震動の復元が試みられている。一つは

ユーイング円盤記録式強震計の記録から復元され

た地震動、もう一つは今村式二倍強震計の記録か

ら復元された地震動である。

図－1 東京本郷で 1923年関東地震を記録した 
二つの強震計と強震記録(Sato et al., 1999) 
上段：ユーイング円盤記録式強震計とその強震記録 
下段：今村式二倍強震計とその強震記録 

ユーイング円盤記録式強震計 ユーイング円盤記録式強震計の記録

固有周期 10 秒 

固有周期6 秒 

1923年9月1日 
東京(本郷) 

今村式二倍強震計 今村式二倍強震計の記録
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ユーイング円盤記録式強震計記録の修復・復元は、1970 年代に早稲田大学の那須・森岡・山田の研究グループ

が行っている。地震計が保存されていなかったため、地震計の動きを再現できる模型を制作して記録の数値化と

振り切れ部分がある円盤記録の修復・補正を行い、主要動約 2 分間の揺れが再現されている(Morioka(1980) 21))。 
一方、今村式二倍強震計記録の修復・復元は、1980 年代に清水建設技術研究所の横田・片岡・田中の研究グルー

プが行っている。国立科学博物館に保管されていた地震計を借り出して地震計の図面を新たに書き起こし 22)、振動

実験を行って地震計の計器特性や振り切れの復元精度を調べた上で、本震・余震の地震動記録の数値化・修復・補

正を行っている。本震の記録に対しては、著しい振り切れによる欠落部分がある主要動部の一部を除いて、約 20
分間の揺れが再現されている(横田ほか(1989) 23)、横田ほか(1990) 24))。なお、この調査研究の内容は清水建設技術研

究所の報告書 25) ₋27)に詳しく記述されている。

この両者の復元地震動を比較すると、ほぼ同じ場所に設置されていたにもかかわらず、波形形状・振幅・周期特

性に見過ごせない大きな差異がみられた。この差異は、振り切れやその修復・復元の際に用いられた地震計の計器

特性に不明な点が多々あるという問題とともに、その後、1923年関東地震による長周期地震動を検討する上で大き

な課題となって残ることになった。

この課題・謎に着目した最初の研究がTakeo and Kanamori (1992) 28)によって行われている。まず、主要動部に

著しい振り切れがある今村式二倍強震計記録に比べて振り切れが少ないユーイング円盤記録式強震計の復元地震動

の方が真の地震動を反映している可能性が高いと先験的に判断し、地震計の針の固体摩擦の影響を考慮すれば復元

波にみられる特異な事象、すなわち地震計の固有周期の 6 秒の波がみられずに 13 秒の波が卓越する特異な事象の

説明が可能との仮説を提案している。さらに、断層面上の不均質なすべり分布パターンや破壊伝播性状を変えた多

数ケースに対する地震動を、堆積層を考慮した水平成層の地下構造を仮定して理論的に計算し、復元地震動の特徴

を再現できる最適な断層破壊シナリオを推定している。また、断層破壊シナリオを変えた場合には、東京の長周期

地震動のばらつき幅がかなり大きくなることを示し、将来起こる関東地震の断層破壊シナリオが 1923 年の地震の

それと同様であるとは限らないことに留意しなければならないと指摘している。その後、この論文の内容は、大地

震の震源断層の考えられ得る破壊過程シナリオと震源近傍の長周期地震動との関係を定量的に論じた Takeo and 
Kanamori (1997) 5)の論文に発展的に展開されている。 
しかし、依然として両者の復元地震動の大きな差異に関しては課題・謎として残ったままであった。超高層建物

に大きく影響し日本の基準的な長周期地震動としての性格を有する 1923 年関東地震の東京の長周期地震動の真の

姿を別の角度から明らかにする必要性を強く感じたことが、私の大きな研究動機となった。

4.1923年関東地震の長周期地震動の再現シミュレーション 

(1)研究全体を通して大切にしたこと 
私が新たな研究を行うに際し、まず以下のようなことを考えた。不明な点が多い二つの復元地震動に対してどち

らが真に近いかを先験的に判断するのは難しい。近年の地震学・地震工学・計算工学の目覚ましい発展、データの

蓄積を踏まえれば、1923年関東地震の震源と地下構造のモデルに対して、できる限りの拘束をかけて理論的にリア

リティを追求した数値シミュレーションを行い、そのシミュレーション結果と二つの復元地震動を比較した上で、

改めて二つの復元地震動を再評価し、東京の長周期地震動の真実に迫ること、さらに東京だけでなく首都圏全域の

強震動の真実に迫ることが可能なのではないかと。 

周知の通り、地震動は地下の震源(地球内部の断層すべり)から放射された地震波(弾性波である P 波や S 波)が地

球内部(弾性体)を伝わる間に反射・屈折等を繰り返しながら地面に到達して地面を揺らすことによって生じる。す

なわち、震源断層のすべりの動きを入力として地下構造を介して出力されたものが地震動である。通常の地震動シ

ミュレーションでは、まず震源断層の場所やすべりの動きのモデル(震源断層モデル)を作成し、それを入力として

弾性波動論が表現できる計算手法を用いて、仮定した地下構造モデルの中を伝播する地震波の挙動を計算すれば、

出力結果として理論的に地震動(理論地震動)が求まる。これは入力情報を与えて出力結果を求める問題、すなわち

順問題である。地震学や地震工学の分野では、これを地震動のフォワードシミュレーション(あるいは単に地震動シ

ミュレーション)という。
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さて、ここで地震学の本質的問題、すなわち地下の震源断層の場所やすべりの動きを直接見て確認できない、極

浅い部分は別として地下構造も直接見ることができないという問題にどう向き合うかが問われることになる。入力

情報となる震源断層の場所やすべりの動きの推定には、出力結果である地震動等の地表の動きを表す各種の記録か

ら地下構造モデルを介して問題を解く、すなわち逆問題を解く必要がある。地震学の分野ではこれを震源インバー

ジョン解析という。この震源断層モデルを推定するための解析手法は 1970 年代後半以降大いに発展を遂げ、今で

はかなり一般的な手法となっている。ただし、結果の精度は用いる記録の質・量ならびに地下構造モデルの信頼性・

精度に大きく左右される。この相互依存関係・循環論的関係にある震源・地下構造・地表の記録の関係を研究の最

終目的に照らしてどう考えてどう処理するかによって、研究のアプローチが大きく異なることになる。 
1995 年兵庫県南部地震以降に高精度の地震記録が多数得られるようになった今日では、一般的には、震源インバ

ージョン解析では震源に近い記録を使うほど解像度が上がり、信頼性が高く、高精度な震源断層モデルの推定が可

能となる。1923 年関東地震の場合には、震源断層に最も近い地震動記録は東京本郷の記録である。研究の最終目的

を関東地震の震源断層モデルの推定だけに絞れば、東京本郷の記録も使った震源断層のインバージョン解析を行う

研究アプローチもありえる。ただ、この場合は、東京本郷の記録の信頼性・精度の程度が震源断層モデルの推定結

果に影響を及ぼすことが考えられる。東京本郷の復元地震動の信頼性・精度が謎のままでは推定断層モデルの評価

に課題が残る。一方、研究の最終目的を、東京本郷を含む首都圏各地の地震動の推定に置いた場合には、循環論的

関係にある震源・地下構造・記録の関係を考えると、東京本郷の記録を使用できないのは自明である。 
このようなことから、これから研究を行う上で、「最終的に順問題として行う地震動シミュレーションの結果の

信頼性・精度を高めるには、震源・地下構造・記録の相互依存関係・循環論的関係をどこかで断ち切って、震源断

層モデルと地下構造モデルを各々独立に作成してそれらの適用性・妥当性の検証を行うことが極めて重要となる」

と考えた。 
そして、研究全体を通して以下の基本方針を掲げることとした。 
1. 研究の最終目的は、1923年関東地震による東京本郷を含む首都圏各地の周期数秒から十数秒の長周期帯域の

理論地震動をできる限りの信頼性と高い精度をもって算定することである。 
2. 震源・地下構造・記録の循環論的関係・相互依存関係を断ち切るために、順問題として関東地震の長周期地震

動の波形シミュレーションに用いる震源断層モデルと地下構造モデルの作成は各々独立に行う。このため、

1923 年関東地震の東京本郷の復元地震動の使用・援用は行わない。 
3. 対象周期帯域での精度を確保するために、周期が短くなればなるほど細かなスケールの不均質性の考慮が必要

なことを踏まえ、震源断層モデルと地下構造モデルの作成に際しては、適切なスケールの不均質性を導入する。 
4. 作成された震源断層モデル・地下構造モデルの適用性(周期範囲と精度)の検証は、各々独立に行う。 
5. 特に、長周期地震動の波形シミュレーションに耐える地下構造モデルの作成・較正・補正・適用性の検証には、

1923年関東地震の震源域で起こった点震源仮定が成り立つ単純な中小地震(Path Calibration Event) 6)の理論

波形と観測波形との比較を介した波形モデリング(Waveform Modeling)を行う。 
6. 対象周期帯域・震源距離・地下構造の複雑さに応じて、各種の理論的な地震動シミュレーション手法の中から

最適な方法を使い分ける。具体的には、水平成層の地下構造モデルに対しては波数積分法や波線理論などの解

析的方法、複雑な地下構造モデルに対しては有限差分法などの数値的方法を用いる。 
これらの基本方針から導き出される研究の論理構成・ストーリーは、「上記1～6 の基本方針にしたがって、各々

独立に作成して適用性・解析精度を検証・確認した震源断層モデルと地下構造モデルとを組み合わせて適切な計算

手法で計算された地震動のシミュレーション結果は、信頼性・精度が担保されるのが自明である」ということであ

る。 
以下、上記の基本方針に絡む特徴的な二つのポイントについて補足説明を行う。 
一つ目のポイントは上記 3 の不均質性の導入である。対象周期が短くなればなるほど、細かなスケールの不均質

性の考慮が必要なことは前述したとおりである。例えば、周期十数秒の波長の長い波では無視できる数 km のサイ

ズの不均質性も周期数秒のより短い波長の波では無視できない。そこで、震源断層モデルでは断層面上のすべりの

時空間変化を、地下構造モデルではS波速度やP 波速度などの物性値の空間不均質性を、バランスよく導入する必
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要性を感じていた。特に首都圏の地下構造のモデル化に際しては、周期数秒以上の長周期地震動に大きく影響する

厚い堆積層(厚さ2～3km)が丹沢山地、秩父山地、足尾山地、筑波山などの岩盤に取り囲まれる形で存在する百数十

km 四方の三次元堆積盆地構造を適切にモデル化する必要性を強く感じていた。 
なお、このようなことを考えた背景には以下のような当時の研究レベルもあった。地震学の分野で逆問題を解い

て得られる断層の不均質な破壊過程の研究では結果として得られる震源断層の不均質破壊の大局的な物理的解釈の

方に注目が集まっていたが、地下構造モデルの不均質性への配慮不足・精度不足が断層破壊過程の見掛けの複雑さ

に転換される影響はほとんど検討されていなかった。また、順問題として行われていた地震動シミュレーションで

は、断層面上の不均質破壊を考慮して長周期地震動シミュレーションを試みたのはTakeo and Kanamori (1992)28)

が初めてであり、それまでは単純な一様均質の断層モデルを用いたものがほとんどであった。このような状況の中、

コンピュータ能力と数値計算技術の目覚ましい進歩が震源断層や地下構造の細かな不均質性のモデル化の可能性を

高めていたことは明るい材料だった。 
二つ目のポイントは上記 4の波形モデリング(Waveform Modeling)とPath Calibration Event6)である。波形モ

デリングとは、仮定した地下構造モデルに対して計算された理論波形と観測波形とを比較考察しながら、観測波形

にみられる主要な各種の波の異なる伝播経路を理論(波線理論、弾性波動論、数値シミュレーション)や様々な波の

分析手法を活用して物理的に解釈・推定の上、地下構造の地層境界や地層の物性値(P 波速度や S 波速度等)を理論

波形と観測波形が合うように補正する方法をいう。 
そして、大地震の地震動シミュレーションに用いる震源と計算地点間の地下構造モデルの較正・補正・適用性の

検証を、大地震と同じ震源付近で発生した点震源と近似できる中小地震によって観測された、対象周期帯域と同じ

帯域の地震波形の波形モデリングで行う方法論を提案した。そのような役割を担う中小地震を Path Calibration 
Event6)と位置づけ、その考え方や条件を整理した(図－2)。ここで Path は地震波の伝播経路(となる地下構造)、
Calibration は較正・調整、Event とは地震(Earthquake)という意味である。地下構造の初期モデルは、地質デー

タや各種の物理探査(屈折法・反射法・重力探査・微動探査など)データ等をコンパイルして作成されるのが一般的

であるが、これらのデータは一長一短があり、対象問題に対する地下構造のモデル化の精度が担保されている保証

はない。そこで、対象とする大地震の震源から放射された地震波経路と同じ経路を辿る地震波を精度良く再現する

ためにこのような考え方が有効であると考えた。 
その後、このPath Calibration Event6)の考

え方は地下構造モデルの適用性の検証などに

広く使われるようになった(例えばAsano and 
Iwata (2009) 29))。ただし、観測波形と理論波

形がただ合えばよいというだけでなく、その

背後にある波形モデリングのベースとなる波

の物理的解釈を含めた基本的考え方が重要な

ことをここで改めて強調しておきたい。 
 
(2)研究の論理構成・ストーリー 
 上記の基本方針のもと、1 年以上の準備期間を経て1923年関東地震の長周期地震動再現の研究プロジェクトを本

格的に開始したのが 1993 年頃のことである。当初考えていた研究プロジェクトの論理構成・ストーリーを以下に

示す。 
「ステップ1」 
 逆問題として、1923年関東地震の断層モデルの推定を行う。具体的には、関東地方の地殻変動データと海外の遠

地実体波データを用いた震源インバージョン解析によって、数秒から十数秒の対象周期帯域の解像度・分解能を有

する断層すべりの時空間変化を推定する。 
 
 

図－2 Path Calibration Event 6)の概念と模式図 
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「ステップ2」 
 順問題として、ステップ 1 で求めた 1923 年関東地震の断層モデルの適用性(適用周期範囲と精度)の検証を行う。

具体的には、国内の岐阜・仙台の振り切れていない同地震の強震記録の地震波シミュレーションによって、ステッ

プ 1 で求めた断層モデルの適用性(適用周期範囲と精度)の検証を行う。その際に用いる同地震の震源域と岐阜・仙

台間の水平成層の地下構造モデルの作成・較正・補正・適用性の検証を、同地震の破壊開始点付近で起こったM5.1
の1990年神奈川県西部地震(以下、小田原地震)をPath Calibration Event6)とした波形モデリングにより実施する。 
 
「ステップ3」  
次のステップ 4 の準備として、1923 年関東地震の震源域全体(東西 170km、南北 210km、深さ 44km)を対象と

した首都圏の厚い堆積盆地を含む三次元地下構造モデルの作成・較正・補正・適用性(周期範囲と精度)の検証を、

小田原地震をPath Calibration Event6)として三次元有限差分法を用いた波形モデリングにより実施する。 
 
「ステップ4」 
 順問題として、ステップ 1 で作成しステップ 2 で適用性(周期範囲と精度)を検証した 1923 年関東地震の断層モデ

ルと、ステップ 3 で作成し適用性(周期範囲と精度)を検証した首都圏の三次元地下構造モデルを用いて同地震の東

京を含む各地の長周期地震動シミュレーションを行う。東京のシミュレーション結果と二つの復元地震動との比較

を行い、二つの復元地震動の差異について考察する。さらに、東京と東京以外の首都圏各地の長周期地震動を比較

し、基準地震動的な東京の長周期地震動の位置づけを定量的に明らかにする。 
 
ところが、初期段階で早くも当初のストーリーの変更を余儀なくされた。Path Calibration Event6)として用いよ

うとした小田原地震の震源解(震源位置や震源メカニズム)に関する既往の知見を用いると、どう頑張っても首都圏

のいくつかの地点の波形の再現が上手くいかない問題に直面した。既往の震源解は少数の観測点のデータと整合す

るように推定されたものであった。 
そこで、急遽、「ステップ 2」に以下のステップを追加することにした。 
 

「追加ステップA」 逆問題として、Path Calibration Event6)として用いる中小地震の震源インバージョン解析を

行い、既往の震源解の見直しを行う。 
震源インバージョン解析を行うには、最初に地下構造モデルを用意する必要がある。そこで、まず、1990 年代当

時利用可能だった首都圏のあらゆる地下構造探査(屈折法探査、反射法探査、深井戸のボーリング調査、微動探査、

重力探査)の結果と地質モデルをコンパイルして作成した首都圏の三次元地下構造の初期モデルから、小田原地震の

震源と首都圏の各観測点とを結ぶ二次元断面を切り出し、観測点毎の水平成層構造モデルを作成した。この水平成

層構造モデルと小田原地震の震源解が変化することによる波形への影響を順問題として感度解析し、水平成層構造

モデルでも波形の再現性がよい岩盤上の観測点と一部堆積平野上の観測点を選択して、観測点毎に異なる水平成層

の地下構造モデルを作成し、試行錯誤的に較正・補正・適用性の検証を行った。そして、この水平成層の地下構造

モデルと 1990 年小田原地震 (M5.1)の強震記録の波形を用いて、逆問題を解く、すなわち同地震の震源インバージ

ョン解析を行い、最適な震源解(震源位置、震源メカニズム、震源時間関数)を最終決定した。これが追加されたス

テップの作業手順である。 
 
この廻り道が当初の研究ストーリーに付け加わることとなり、改めて、地震学の抱える本質的な問題、すなわち、

地下の震源は地下構造を介して間接的にしかみることができない、震源と用いる地下構造モデルの相互依存関係・

循環論的関係の問題からは逃れられないことを強く再認識することとなった。また、この過程を通じて、地下構造

モデルの精度の重要性や逆問題を解く前に順問題で主要パラメータの感度解析を行っておく重要性も実感すること

となり、既往の知見に対する見る目も大分異なるものとなった。そして、この実感と経験がその後の「ステップ3」
の研究に大きく影響することとなった。 
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(3)一連の 4本の論文とそのポイント 
1 本目の論文である Wald and 

Somerville (1995) 4)は「ステップ 1」
に対応する。これは1923年関東地震

の断層面上のすべりの時空間変化を

推定した最初の論文である(図－3)。
相模トラフから関東平野直下に沈み

込むフィリピン海プレートに沿って

長さ 130 km、幅 70㎞四方に広がる

断 層 面 (Kanamori (1971) 30) 、

Matsu’ura et al. (1980)31))上で、破壊

開始点(震源)付近の小田原直下と三

浦半島直下にそれぞれ数 m から 10 
m 程度の大きなすべり(アスペリテ

ィ)の存在が推定された。最終モデル

は遠地実体波と地殻変動データの同

時インバージョン解析の結果であるが、すべりの空間分布の不均質性は主に同地震の前後数十年の間に起こった

関東平野の地殻変動データで拘束がかけられており、すべりの時空間進展は海外の周期数秒以上の遠地実体波の

記録で拘束がかけられている。このうち、すべりの空間分布の方に注目が集まる傾向があるが、ここでは断層面

上の各点がすべり始める時刻や数秒かけて最終すべり量に達するまでのすべりの時間進展の具合が断層面上の各

点で異なるという結果(例えば、破壊開始点付近の小田原直下の深いアスペリティと比べて三浦半島直下の浅いア

スペリティではゆっくりすべり始めるという結果)も重要な情報であることを強調しておきたい。なぜならば、一

連の研究の最終目的に照らしてこの震源断層モデルが使用可能なこと、すなわち、同地震の東京本郷の長周期地

震動シミュレーションにとって重要な周期数秒から十数秒の解像度・分解能を有することが研究の狙いの 1 つだ

ったからである。 
 
2 本目の論文である Sato et al. (1998a)  6)は「追加ステップA」と「ステップ 2、3」の一部の内容を併せたも

のである。この論文のポイントは、まず震源インバージョン解析によって Path Calibration Event6)となる 1990
年小田原地震(M5.1)の最適な震源解(震源メカニズムと震源時間関数)を求め直したことにある。そして、その震

源解を用いて地殻内を反射屈折する各種の波を同定しながら波形モデリングで作成した 1923 年関東地震の震源

域から岐阜・仙台との間の水平成層構造モデルを用いれば、震源から 200～300km とかなり離れた地点(岐阜、

仙台)であっても、周期３秒以上の強震観測波形をかなり細かな特徴まで理論的に適切に再現可能なことを示した

ことである。日本列島の成り立ちを考えれば、島弧に平行する地下構造をモデル化する上で水平成層構造モデル

が条件さえ整えば使用可能であるという結果は納得がいくものであった。 
 
3 本目の論文である Sato et al. (1998b) 7)は「ステップ 2」の結果をまとめたものである。この論文の一つ目の

ポイントは、Wald and Somerville (1995)  4) の震源断層モデルが周期 4～5 秒以上の長周期帯域で関東地震の国

内の岐阜・仙台の記録波形の特徴を再現できること、岐阜・仙台のような震源域から離れたところでも、断層面

上の破壊開始点とアスペリティとの位置関係で決まる破壊伝播効果が地震動に及ぼす影響が大きいことを示した

ことである。また、二つ目のポイントは、首都圏の地震動評価において、東京本郷では堆積盆地の三次元構造を

考慮しない水平成層構造モデルでは破壊伝播効果により増幅された周期8～10秒程度の長周期パルスの出現は再

現可能であるが後続動の複雑な波形までは再現できないこと、さらに長周期パルスの卓越場所は断層面上の破壊

開始点とアスペリティとの位置関係によって大きく影響を受け、千葉県の房総半島南部では東京本郷より数倍以

上大きい長周期パルスがみられることを示したことにある。 

図－3 1923 年関東地震の震源断層モデル(Wald and Somerville (1995)) 
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4 本目の論文である Sato et al. (1999) 8)は、「ステップ 3」と「ステップ 4」を併せたものであり、一連の研究

の特徴的ポイントと結論的な内容を含むものである。この論文のポイントは二つある。一つ目のポイントは、「ス

テップ 3」で構築した首都圏の広大な堆積盆地を含む 200km 四方の三次元地下構造モデル(図－4)が、小田原地

震の首都圏各地で実際に観測された周期約3秒以上の長周期

地震動の主要動から後続動に至る複雑な波形形状を定量的に

精度よく再現できることを示した点にある(図－5)。これは、

このような理論的な方法による長周期地震動シミュレーショ

ンが、それまで実現象の定性的あるいは部分的説明に留まっ

ていたレベルから実用域の精度を有するレベルまでに高度化

できることを示した最初の事例となった。この結果は、2003
年に Academic Press から出版された「 International 
Handbook of Earthquake and Engineering Seismology」で

も三次元堆積盆地の複雑な観測波形のシミュレーション事例

として紹介されている 30)。また、盆地生成表面波などが卓越

する複雑な波形の波形モデリングにおいて、地震計アレー観

測等の観測波の分析技術の理論波形への適用や波動場の可視

化の有効性を示すことにより、波線理論などの適用性が難し

い波の分離が十分でない複雑な波動場の波形モデリングの可

能性も明らかにすることができた。 

 
二つ目のポイントは、Wald and Somerville (1995) 4)のすべりの時空間変化を考慮した震源断層モデルと上記

の首都圏の三次元地下構造モデルを組み合わせて有限差分法で計算することにより、1923 年関東地震の東京を含

む首都圏各地の周期約4秒以上のリアリスティックな180秒間の理論地震動の全体像を初めて示したことである

(図－6)。計算された東京本郷の長周期地震動は三次元堆積盆地の影響を強く受け、その複雑な波(位相) の特徴は

全体的には今村式二倍強震計の復元地震動に近い傾向となっている(図－7)。ただし、理論地震動の主要動の最初

の部分は、振り切れが激しく欠落部分もある今村式二倍強震計の復元地震動よりも大きくなっている。一方、ユ

ーイング円盤記録式地震計記録の復元地震動にみられる周期 13 秒の波の繰返しはみられない。また、首都圏各

地の地震動を比較すると、横浜では東京よりも 2～3 倍程度大きな地震動となっている。さらに、断層破壊の進

図－5 Path Calibration Event6) (1990 年小田原地震、M5.1)と首都圏の地下構造モデルを用いた 
波形モデリング (Sato et al. (1999)) 

時間(s) 時間(s) 時間(s) 
KWS（川崎） HNG（東京本郷） 

  
CHB（千葉） 

  

水平成分 
（震央方向） 

水平成分 
（震央直交方向） 

上下成分 

上段3 波：震央方向の水平成分、中断 3波：震央直交方向の水平成分、下段3 波：上下成分の速度波形を表す。 
それぞれの 3波は、上が観測、中が三次元堆積盆地構造モデルによるシミュレーション結果、下が水平成層構造モデルに
よるシミュレーション結果（周期帯域 3.3～10秒）。 

図－4 首都圏の 3 次元堆積盆地構造モデルの 
基盤岩までの深さ分布 
(Sato et al. (1999)) 

  

基盤岩までの深さ 
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行方向に位置する千葉県の房総半島中央部から南端部にかけては、堆積盆地の影響に比べて破壊伝播効果の影響

が大きく上回り、周期約 10 秒の大振幅の長周期パルスが生じる結果となっている。このような長周期パルスが

卓越する千葉県富津(図－6)では、周期 5～十数秒の速度応答スペクトルの値が 100～200 cm/s となり、30～50 
cm/s 程度の東京本郷の 2～4 倍の大きさとなっている (図－8)ことに留意する必要がある(佐藤、1998)11)。これは、

場所によっては東京の長周期地震動を基準地震動的に用いるだけでは不十分であり、Takeo and Kanamori 
(1992) 28)、Takeo and Kanamori (1997) 5)が指摘したように、断層破壊過程のシナリオが変わったときの地震動

の変動幅を考慮する必要性を強く示唆するものである。

Wald and Somerville (1995)の震源断層モデルとSato et al. (1999)の首都圏の三次元堆積盆地構造モデルを用い
て有限差分法で計算した 1923年関東地震の速度波（南北成分）の伝播のスナップショット。左の図から順に、破
壊開始時刻から 15、35、55、75 秒後の様子。破線で示された矩形は断層面の地表への投影面、✚は破壊開始点、
HNG は東京本郷、FUT は千葉県富津を表す。 

時間(秒) 時間(秒) 

速
度
（

cm
/s）

 

速
度
（

cm
/s）

 

Wald and Somerville (1995)の震源断層モデルとSato et al. (1999)の首都圏の三次元堆積盆地構造モデルを用いて
有限差分法で計算した 1923 年関東地震の東京本郷（左）および千葉県富津（右）における速度波形（周期 4～50 秒
の帯域波）。NS、EW、UD は、それぞれ南北、東西、上下成分を表す。 

図－6 首都圏における 1923 年関東地震の長周期地震動シミュレーション (Sato et al.(1999)) 

Wald and Somerville (1995)の震源断層モデルとSato et al. (1999)の首都圏の三次元堆積盆地構造モデルを用いて
有限差分法で計算した 1923 年関東地震の速度波形と復元速度波形との比較（周期 4～15 秒）。 
左が今村式二倍強震計の記録の復元波との比較、右がユーイング円盤記録式強震計の復元波との比較の結果。

図－7 東京本郷における 1923 年関東地震の長周期地震動のシミュレーション (Sato et al.(1999)) 

地動速度(N077°E) 地動速度(N255°E) 
時間(秒) 時間(秒) 

速
度
（

cm
/秒

）
 

速
度
（

cm
/秒

）
 

ユーイング円盤記録式強震計記録の 今村式二倍強震計記録の 
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5.短周期帯域を含む広帯域地震動の再現シミュレーションへの拡張 
 (1)短周期地震動シミュレーション 
 前述した長周期地震動シミュレーションに用いた震源断層モデルの短周期側の適用限界は 4 秒程度、首都圏の

地下構造モデルのそれは 3秒程度である。それよりも短周期帯域のシミュレーションを理論的に行おうとすると、

断層震源モデル、地下構造モデルともに、より小さなスケールの不均質性を考慮する必要があるが、これは現実

的ではない。 
 そこで、壇・佐藤(1998) 17)、Dan and Sato (1999) 10)は、理論的な方法に経験的な方法を組み合わせて、東京

を含む首都圏の各地の短周期地震動シミュレーションを行っている。まず、震源断層モデルに関しては、断層破

壊の不均質性の影響が反映された一般的な経験則、すなわち、震源から放射される地震波のスペクトルが高周波

数側(短周期側)で周波数ω-2乗に比例して減衰するという経験則を、短周期側の適用限界周期4秒であるWald and 
Somerville (1995) 4)の断層面上各点のすべり時間関数に援用して評価している。また、複雑な地下構造が短周期

地震波に及ぼす影響は、そのような影響が含まれている中小地震の地震観測記録を要素地震記録として直接用い

ることにより評価している。このように震源と地下構造の影響を中小地震の観測記録によって補う半経験的な方

法を経験的グリーン関数法(Irikura (1986) 33))と呼ぶ。具体的には、この中小地震の地震観測記録として、前述し

た長周期地震動シミュレーションで Path Calibration Event6)として用いた小田原地震(M=5.1)の観測記録を用

い、記録が得られている東京、横浜、館山、小田原、網代の短周期地震動のシミュレーションを行っている。計

算された東京の短周期地震動の最大加速度 300 Gal 前後であり、当時、物体の転倒や建物の倒壊率等から間接的

に推定された値とよく整合している。また、計測震度も、東京、横浜、網代で震度 5 強から 6 弱、館山、小田原

の沖積地盤上の地点では震度 7、小田原の山地部の岩盤上の地点では震度 6 弱となり、これらの値も被害から推

定された震度とほぼ対応する結果となっている。 
 上記の経験的グリーン関数法は要素地震記録として用いる適切な小地震記録が得られていない地点では適用で

きない。そこで、壇ほか(2000)19)は、記録がない地点の地震動を評価するために、実際に観測された小地震記録

の代わりに多数の強震記録を統計処理して作成した小地震の模擬地震波を用いる統計的グリーン関数法と呼ばれ

る手法(釜江ほか(1991)34))を用いて、周期４秒以下の短周期地震動シミュレーションを行い、首都圏全域の広域強

震動評価を行っている。計算された地震動を計測震度に換算した結果は、木造住家の全壊率分布とよい対応を示

している。 

図－8 M8 クラスの 1923 年関東地震の首都圏の長周期地震動のスペクトル特性と 
M7 クラスの 1995 年兵庫県南部地震の震源域の地震動のスペクトル特性との比較(佐藤 (1998)) 

速
度

 (
cm

/s)
 

周期(s) 
Wald and Somerville (1995)の震源断層モデルとSato et al. (1999)の首都圏の三次元堆積盆地構造モデルを用いて
有限差分法で計算した M8 クラスの 1923 年関東地震の東京本郷(HNG)および千葉県富津(FUT)での速度波形の減
衰定数 5%の擬似速度応答スペクトルと、同地震より M が約 1 小さいM7 クラスの 1995 年兵庫県南部地震の震源
域の JR 鷹取駅(TKT)と大阪ガス葺合(FKA)で得られた強震記録の擬似速度応答スペクトルの比較。 
図中、NS、EW は、それぞれ、水平動の南北成分、東西成分、N33W は、北から西へ 33 度回転した成分(兵庫県南
部地震の断層に直交する成分)を表す。 

1995年兵庫県南部地震(M7.3) 

1923年関東地震(M7.9) 
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(2)広帯域地震動シミュレーション 
さらに、佐藤ほか(1999)18)は、Wald and Somerville (1995) 4)の震源断層モデルを用いて計算した Sato et al. 

(1999)8)の長周期地震動と壇・佐藤(1998) 17)の短周期地震動を、周期 5 秒を境にして交差するローパスフィルター

とハイパスフィルターを用いて重ね合わせて、1923 年関東地震の東京本郷における広帯域強震動を評価している。

得られた合成地震動の最大加速度はNS、EW 成分で各々244 Gal、332 Gal、最大速度はNS、EW 成分でとも

に 34 cm/s の値である。また、その減衰定数 5％の擬似速度応答スペクトルは大局的には周期約 0.2 秒から十数

秒の広い範囲で速度一定の傾向を示し、その平均値は約 50 cm/s となっている。 

6.関東地震の特異性と今後の課題

1923 年関東地震をはじめとする相模トラフ沿いで発生する巨大地震（通称、関東地震）は日本周辺で発生する

他の海溝型巨大地震と比べて多くの特異性を有している。以下では、関東地震の概要をその特異性と合わせて振

り返りながら、今後の課題についても述べてみたい。

(1)断層面 
関東地震は、フィリピン海プレートの上面に沿って繰り返し起こるM8 クラスの海溝型巨大地震といわれてい

る 35)。関東地方では、フィリピン海プレートが相模湾を横切る相模トラフから北西方向に年間約 3 cm の速度で

関東平野がのる北米プレートの下に向かって沈み、その下を太平洋プレートが日本海溝・伊豆小笠原海溝から西

北西方向に年間約 8 cm の速度で沈みこんでいる。関東地方はこのような３枚のプレートがせめぎ合っている世

界唯一の特異なプレートテクトニクスの場にある 36)。また、フィリピン海プレートの沈み込み自体も単純ではな

い。神奈川県西部から山梨県東部ではフィリピン海プレートにのった伊豆半島が軽いために北米プレートの下に

なかなか沈み込めない状況で、この地域に衝突帯を形成するとともにプレートにゆがみを生じさせている。1923
年関東地震の破壊断層面がフィリピン海プレートのスラブ形状や相模トラフ周辺の海底地形と必ずしも整合的で

ないという議論もあるのも 37)、このようなプレートの沈み込みに伴う地下構造や地下の力学性状の複雑性・特異

性と関係していると考えられる。

1923 年関東地震の断層面は、相模湾から神奈川県、千葉県、東京都の下まで、長さ 130 km、幅 70 ㎞の領域

に拡がっている 30), 31), 35)。陸域での断層面までの深さは数 km から 30 km 程度である 30), 31), 35)。この海域から陸

域にまたがる断層面は、被害の様相が海溝型プレート境界巨大地震と内陸直下地震の両者の特徴を合わせ持つこ

とを意味する。このような特徴を有する海溝型プレート境界巨大地震は日本では関東地震と東海地震のみである。

首都圏では東京の揺れが注目されがちであるが、当然のことながら内陸部では地面の揺れが、沿岸域では非常に

大きな揺れとともに津波も重要となる。1923 年関東地震では、特に沿岸域の強い揺れや津波の励起に大きく影響

する浅い部分の断層面やその断層破壊過程に関してまだ不明な点が多いことも指摘しておきたい。

1703 年元禄関東地震と 1923 年関東地震（1923 年大正関東地震）の地殻変動や津波被害の様相が異なってい

ることから、フィリピン海プレートの同じ場所が毎回同じようにすべる固有地震的な破壊よりはプレートの固着

状況や地下の応力場の変化に応じて不規則な破壊が起こる可能性が指摘されている例えば 37)。また、関東地震の何

回かに一回は、神奈川県西部の足柄平野と大磯丘陵との地形境界に位置する活断層(国府津－松田断層、平均活動

間隔 800～1,300 年)が同時にすべった可能性も指摘されている 35)。このような起こる地震の多様性の問題にも留

意する必要がある。

(2)余震 
地震活動として触れなければならない特異性の一つが、被害をもたらす大きな規模の余震活動の異常な活発さ

である 37)₋40)。1923 年関東地震の本震発生後 1 年以内に M6 以上の余震が 31 回発生している 37)。この数は日本

周辺で起こった M8 クラスの他の巨大地震のそれと比べて 2 倍以上の多さである。ちなみに、同じフィリピン海

プレートの沈み込みに伴って発生した 1944 年東南海地震や 1946 年南海地震はそれぞれ 5 個であり、この点で

も 1923 年関東地震の特異性が際立つ 37)。この要因も関東地方におけるプレートテクトニクス環境の特異性・複

雑性が大きく関係していると考えられる。
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余震活動は本震直後が最も活発である 38)₋40)。1923 年関東地震では、本震直後 2 日間で M6 以上の余震が 16
回、M7 以上の余震が 5 回発生している 39)。本震直後の数分間では、本震の 3 分後にM7.2、4.5 分後に M7.3 の

大きな余震の発生が岐阜の今村式二倍強震計の記録から確認され 39)、東京ではそれに対応する揺れの体験談も報

告されている 40)。横田ほか(1990)24)も東京本郷の今村式二倍強震計記録の 10 分という長い振り切れ部の中に複

数の大きな余震によると思われる揺れの存在を指摘している。 
一方、短周期地震動シミュレーション結果(壇・佐藤(1998) 17)、Dan and Sato (1999) 10))によれば、本震による

東京の強震動の継続時間はたかだか1分程度である。また、長周期地震動シミュレーション結果(Sato et al. (1999) 

8))をみても、東京本郷の長周期地震動の継続時間は 3 分程度である。これらの地震動シミュレーション結果も、

東京本郷の今村式二倍強震計記録の振り切れが 10 分もの長い時間続いた理由が本震だけでは説明できず余震の

存在を示唆するものである。 
地震防災上は本震も余震も区別なく一連の大きな揺れがどの程度継続するかが重要である。本震よりも余震に

よる揺れの方が大きかった場所があっても不思議ではない。このような観点から 1923 年関東地震の東京を含む

首都圏各地の地震動の再現シミュレーションを完成させるには、今後、本震直後に立て続けに起こった大きな余

震による地震動シミュレーションも必要である。ただ、そのような検討を行う際、余震の震源情報が位置も含め

て不明な点や不確実な点が多いことが課題の一つとなっている。 
1923 年関東地震の最大余震とみなされる丹沢地震(M7.3)が起こったのは、本震発生から 4 か月後の翌 1924 年

1 月 14 日のことで、山崩れが多数発生したといわれている。この地震の震源や地震動の特性にも不明な点が多か

った。そこで、佐藤・片岡(1997)41)は、震源域から離れた岐阜の丹沢地震の今村式二倍強震計記録と同地震の震

源周辺で起こった 1990 年小田原地震(前述したPath Calibration Event6))で適用性が検証済の水平成層構造モデ

ル 8)を用いた波形モデリングを行いながら、丹沢地震の震源深さ、地震規模、震源メカニズムを推定している。

また、菊地・佐藤(1998)42)は遠地実体波による震源の推定を行っている。さらに、早川ほか(2010)43)は、佐藤・

片岡(1997)41)の震源の推定結果をベースに、東京本郷で観測された、同地震のユーイング円盤記録式強震計記録

の復元地震動が再現可能な震源断層モデルを作成した上で、首都圏各地の広帯域地震動の再現シミュレーション

を試み、震源直上では本震と同レベルの揺れになった可能性を指摘している。 
政府の中央防災会議が被害予想・地震防災対策用に想定している首都直下地震と同じようなM7 クラスの地震

が 1923 年関東地震直後に多数発生したという過去の事実は、今後、首都圏の都市機能、企業活動、生活基盤の

維持・復旧戦略を検討する上では、単発の地震を考えるだけで不十分なことを示している。 
(3)地震の繰り返し発生間隔  
相模トラフ沿いで発生したM8クラスの歴史地震として1923年大正関東地震と1703年元禄関東地震（M8.2）

が知られている。また、同様な地震であった可能性のある地震として 1495 年明応鎌倉地震、1293 年永仁関東地

震がある 35)。歴史地震よりも以前の情報が得られる地形・地質データや測地測量データも踏まえれば、これまで

の M8 クラスの巨大地震の繰り返し発生間隔は一定ではなく 200～600 年程度とかなりばらつきが大きいと考え

られている 35)。また、M8 クラスの巨大地震の発生が 2 回含まれる過去 400 年の歴史地震の活動履歴から、巨大

地震の繰返し発生間隔の前半は地震活動の静穏期が続き、後半に入ると活動期となりM7 クラスの地震の発生が

高まるとの考え方が提起されている 44)。この考え方にしたがえば、Ｍ8 クラスの関東地震の繰返し発生間隔を 200
年とした場合、1923 年から 100 年経過した今頃からは地震活動の活発化に留意しておく必要がある。 
 
7.関東地震の東京本郷の記録の復元に関する新たな最近の研究 

1923 年関東地震 100 周年の節目の年が近づく中、当時の記録や復元地震動の再解析、再評価の研究が再び始

められている。 
ユーイング円盤記録式強震計の記録に関しては、翠川ほか(2021)45)、翠川ほか(2022)46)が、Takeo and 

Kanamori(1992)28)が指摘したMorioka(1980)21)の復元地震動の謎、すなわち地震計の固有周期である６秒の波が

見られずに 13 秒の波の繰返しがみられた事象に関して、新たな知見を得ている。まず、翠川ほか(2021)44)では、

地震計のメカニズムや当時の稼働状況を調査し、記録の周期特性に大きく影響する地震計の回転速度の不安定
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性・不確定性と変動範囲を指摘するとともに、記録の復元を行っている。さらに、翠川ほか(2022)46)では、同じ

地点にあった一倍強震計記録の振り切れていない初動部や今村式二倍強震計の記録との比較から、記録円盤の回

転時間がMorioka(1980)21)の採用した 120 秒ではなくもっと短くなる可能性を指摘し、それに対応する計器特性

の補正を行って主要動部 70 秒から 100 秒間の復元地震動の再評価を行っている。回転時間を 70 秒とした場合、

周期 2～10 秒での速度応答スペクトルの振幅は南西-北東成分で 30～80cm/s、南東-北西成分で 60～100cm/s と
なり、Morioka(1980)21)や横田ほか(1989)23)よる復元地震動に比べて全般的に大きくなったと述べている。 
一方、今村式二倍強震計の記録に関しては、片岡ほか(2020)47)が地震計の固有周期の問題を検討し、横田ほか

(1989)23)が用いた地震計の固有周期(公称値 10 秒)よりも短い 7～8 秒だった可能性を指摘している。地震計の固

有周期の値は、復元地震動を評価する際の計器特性補正だけでなく記録の振り切れ補正に使われており、再評価

された固有周期を用いた 20 分間の復元地震動の再評価も今後必要となると考えられる。 
今後さらに、関東地震の東京の地震動の全体像に記録から迫っていくためには、ユーイング円盤記録式強震計

の記録から再評価される復元地震動と、今村式二倍強震計の記録から再評価される復元地震動とを合わせて、本

震による主要動とそれに引き続く直後の余震を含んだ長い後続動から構成される地震動の特徴を評価していく必

要があると考えられる。 
このような記録の再評価や新たな知見の獲得が可能なのは、原記録や関連情報が残され、伝承されてきたから

である。被害地震の繰り返し間隔が 100 年、1000 年オーダーであることを考えると、器械を用いた近代的な地

震観測が1880年代半ばに開始されて以降現在に至る100年あまりの短い期間で得られた記録は大変貴重である。

これら原記録や画像データの保存、観測地点や地震計などの関連情報の収集、それらのデータベース化の意義は

大きい(Murotani et al. (2020) 48))。 
 

8.おわりに 

ここで述べた話はすべて、1923 年関東地震の際に東京本郷の同じ場所で主要な揺れを捉えた二つの不完全な強

震記録から始まった。地震後、これらの記録に関わる研究の潮流が二つ生まれた。一つは不完全な記録の復元に

挑戦する研究である。もう一つは物理モデルを介した地震・地震動の現象解明に挑戦する研究である。 
前者の研究においては、同地震 50 周年を経た 1970 年代後半から 1980 年代後半にかけて、二つの記録の復元

地震動の評価が試みられた。1923 年の地震当時は存在しなった超高層ビル建設の気運が高まった時代であった。

その過程で、二つの復元地震動の間に見過ごせない大きな矛盾がみられるという新たな謎が発生した。さらにそ

れから 50 年、同地震 100 周年を迎えようとするこの時期に、復元地震動の研究が再び活発化し、謎の解明に向

けて今も新たな知見が生み出され続けている。 
後者の研究においては、1990 年頃、Takeo and Kanamori (1992) 28)によってこの謎の一端を解釈する試みが

行われた。そして間もなくして、この論文に触発されて私が関与した一連の研究が始まり、1990 年代半ばから後

半にかけてWald and Somerville (1995) 4)、Sato et al. (1998a) 6)、Sato et al. (1998b) 7)、Sato et al. (1999) 8)の論

文に繋がった。その成果の一部は、2000 年代にKobayashi and Koketsu (2005) 49)、2010 年代にYun et al. (2016) 
9)の比較考察の対象となり、新たな知見の積み上げに貢献している。 
地震は直接見ることができない、手に取って確認できない、地下構造を介してしか推定できない現象である。

それに加えて、被害を引き起こすような地震は稀にしか起こらない。このような地震の真の姿を理解するには、

科学技術の進歩や地下構造モデルの精度向上に合わせて、逆問題と順問題を組み合わせながら、歴史地震の貴重

な原データからできる限りの知見を繰り返し学び取る以外に道はない。温故知新の繰り返しである。そして、不

明な点が多いほど、その繰り返しが必要である。 
様々な不明な点や特異性を有するM8 クラスの関東地震の予測には、多くの厄介な問題を伴う。次に同規模の

地震が 100 年後に起きるのか 500 年後に起きるのかわからない。また、次に起こる地震の断層破壊過程が 1923
年関東地震と同様なものとなるのか、あるいは同地震の影響を受けて異なったものとなるのかもわからない。さ

らに、関東地震の前後には、M7 クラスの地震が単独で起きる可能性だけでなく、同規模の余震の続発の可能性

もある。 
このような状況を考えるならば、まず、相模トラフ沿いのM8 クラスの巨大地震の中で、唯一、近代的な地震
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観測データや関連情報が残されている 1923 年関東地震の本震と余震の現象の理解をできる限り深めておくこと

は、将来への備えの第一歩である。その上で関東地震の特異性や社会的変化に関わる本質的な問題を見失うこと

なく、得られた知見・教訓を変換・翻訳して 100 年先を見据えた地震防災減災対策に役立てる知恵と工夫が肝要

である。

1923 年関東地震の本震・余震の謎解きは道半ばである。これからも学ばなければならないことは沢山ある。本

寄稿が学術的知見の伝承と新たな研究の活性化に少しでも貢献できるならば望外の喜びである。
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